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Ⅰ．制度設立の背景と目的

１．制度設立の背景

ハラスメント対策に必要な措置が義務化

令和元年６月５日に⼥性の職業⽣活における活躍の推進等に関する法律等の⼀部を改正する法律が公布され、

労働施策総合推進法、男⼥雇用機会均等法及び育児・介護休業法が改正されました。本改正により、職場にお

けるパワーハラスメント防止のために、雇用管理上必要な措置を講じることが事業主の義務となりました。職

場におけるハラスメントを防止するために、事業主が雇用管理上講ずべき措置が、法及び指針に定められてい

ます。事業主はこれらを必ず実施しなければなりません。

当協会のハラスメント対策に対する捉え方は「人が集まる場所ではハラスメントは起きる」ことを前提とし

て対策を講じていくことが必要だと考えています。ハラスメントが起きにくくなるように予防策を講じ、起き

た場合のみならず日ごろの仕事の悩みなどを相談できるところ設け、そして職場全員でハラスメント防止に取

り組めるよう研修を行うという方針をお勧めしています。

既に措置は取っているがうまく機能していない

厚⽣労働省はハラスメント対策への取り組み促進のために様々な情報発信を行っていますので、既に整備さ

れている企業様は多いと思います。就業規則を整備したり、相談窓口を設置したり、社内研修を行ったりと取

り組みは様々ですが、社内環境改善や⽣産性向上まで結びつけるところまで運用が進んでいない悩みもお聞き

します。例えば、就業規則の整備と相談窓口設置をしたけれど相談窓口が機能せず自己都合で退職したが、本

当の理由がハラスメントだったと後で分かるケースなどです。

ハラスメント対策の措置をうまく機能させるためには、ハラスメント対策を循環的に配置し、運用実態を視

覚化しわかりやすく社内に通知することが必要です。特に相談したら不遇処置を受けるのではないかという不

安を取り除く対応は必須で、相談の第⼀声に対する初期対応がとても重要になります。また、継続的に研修を

行ったり、ハラスメント事由が起こった場合はフォローアップの研修やカウンセリングも有効です。

ハラスメント対策の効果を採用広報に活用できていない

厚⽣労働省の指導内容に沿って十分に措置を行っているものの、採用広報に載せられていないとの悩みも寄

せられます。新卒採用において学⽣が企業に求める中で職場環境が上位に来ているのはご承知の通りでしょう。

また転職活動をする人が転職先に求めるのも職場環境です。良好な職場環境が得られないのであればリスクが

あっても個人事業主になることを選択する人も出てきています。

しかし企業だからこそ、組織だからこそ、チームだからこそ成し遂げられるプロジェクトがあり、技術の継

承が行えます。企業としてこれからを託す若い人を採用したいという思いは強いでしょう。また企業で自分の

力を存分に発揮したいと願っている人もいます。企業と働く人が出会う道にこの認定マークを広報活動の⼀環

として活用していただければと思います。

著しい変化の中、解消しなければならない問題はたくさんありますが、⼀人⼀人の存在が守られる社会づく

りが少しずつ進展していっているとも感じています。企業も働く従業員もその家族も皆が守られるそんな社会

を実現したいという想いから、⼀般社団法人としてハラスメント対策優良企業認定協会を立ち上げ、ハラスメ

ント対策優良企業認定制度という認定制度を設立しました。



２．制度設立の目的

２－１．企業の継続的なハラスメント対策への証明として認定マークを提供

協会理念として「企業と働く人とその家族とともに働きがいのある職場づくりを通じて、よりよい社会を創

造する」を掲げ、今後も⽣き残っていく企業になるためには社内環境を整え、従業員にとって「働きやすさ」

だけでなく、「働きがい」のある企業にしていくことが求められていると思います。そこを目指す第⼀歩とし

てハラスメントを起こさない企業風土づくりをお手伝いしていきます。認定マークを広報に活用することで得

られるメリットとして、

＜優秀な人材の確保＞

従業員の悩みの多くは人間関係です。ハラスメントがある環境で働きたいと思う人はいません。ハラスメン

ト対策優良企業認定マークを使い「我が社はハラスメント対策をしっかり行っている健全な企業だ」と印象付

けることができます。

＜生産性の向上＞

ハラスメントがある環境では職場定着率も低くなり、職場の雰囲気も悪くなるでしょう。社員のモチベー

ションを上げるにはしっかりとハラスメント対策をすることが重要です。心理的安全性を確保することにより、

従業員の主体的な行動が増え、コミュニケーションが活性化することにより、⽣産性を上げることができるで

しょう。

＜社会的信頼の獲得＞

認定マークを名刺やウェブサイトなどに明示することにより、ハラスメント対策の実施をアピールすること

ができます。健康経営に力を入れ、従業員を大切にしているという会社のイメージにより、社会的信用が高ま

ります。

などがあります。認定マークは名刺やバッチ、クリアファイルなどに印刷して自由にご利用できます。

良好な職場環境を会社と社員が⼀丸となって維持していることを是非アピールしてください。

２－２．ハラスメント対策を持続するために各種研修を提供

ハラスメント対策にはざまざまな知識と実践力が必要になります。本協会がハラスメント対策に有効な研修

として相談窓口担当者研修、ハラスメント対策知識編・実践編などをラインナップして提供します。

３．認定制度の正式名称と認定マーク

正式名称は「ハラスメント対策優良企業認定制度」です。認定

制度の活動スローガンとして「We have an Anti-Harassment 

Policy.」を掲げ、「Anti-Harassment Policy（ハラスメント対

策）」の頭文字AHPをロゴデザインしています。ハラスメントの

予防に取り組むことは企業の義務ですが、経営陣だけではなく従

業員⼀人⼀人がハラスメントの知識を持ち予防を意識していく大

切さを唱っています。「We have」は企業の制度としての取り組

み、社員の現場での取り組み、そして協会の取り組み全てを含め

ています。Hの足元は前進を表し、すべての人たちが守られる環

境を創っていく私たちの決意を示しています。認定を取得した事

業所は下記の認定マークを本協会の基準（認定事業所に案内）に

従って、名刺、パンフレット、ホームページ、備品などに使用す

ることができます。



Ⅱ．制度の概要

１．認定の概要

１－１. 基盤となる三つの柱を整える

人間関係において、人の認知や精神状態、周囲との関係性からハラスメントは起こりうると考え、ハラスメ

ントに対する予防、起きた時の対応、再発防止の三つの柱について社内のガイドラインを定め、継続的に対策

を取っていくことが重要と考えています。

本協会は、厚⽣労働省が提唱するハラスメント対策の概要の中からハラスメント対策の基盤となる、

① 社内ハラスメント対策管理者の設置

② 社内ハラスメント対策ガイドラインの策定

③ 就業規則等にハラスメント防止（目的、定義、禁止行為、懲戒等）および再発防止について規定

④ ハラスメント相談窓口の設置

⑤ 認定年度におけるハラスメント対策研修（1回以上）の受講の義務付け

の5つの項目を認定要件とします。要件を満たした企業様にハラスメント対策優良企業認定証とロゴマークを提

供します。

また、②のガイドラインは社内で共有し、ハラスメントに対する予防、起きた時の対応、再発防止の三つの

柱についての対応がスムーズに進むよう社内の共通言語にしていきましょう。

⑤の研修は認定マークの継続申請時に必要な認定要件になります（初回認定申請時には必要ありません）。

従業員⼀人⼀人が主体的に人に関わり、ハラスメントが起こらない心理的安全性が保たれる職場づくりに参加

するために、意識だけでなくスキルを身に着けていくような研修計画が必要です。ハラスメントの法的な知識

にとどまらず、有効な人間関係を築くために必要なコミュニケーションやリーダーシップ、ファシリテートの

研修なども組み入れていきましょう。協会は様々研修を提供し、職場づくりを企業と従業員が⼀体となって継

続的に取り組んでいけるよう支援していきます。

三つの柱の運用を毎年見直すことが重要

ハラスメント対策の基盤が整った後は、どのように運営されているか毎年検証して改善していきましょう。



１－２．認定までの流れ

認定までの全体的な流れについては次のとおりです。



１－３. 対象となる事業所

国内すべての事業所が対象です。

１－４. 認定単位

認定は原則事業者（法人、団体）単位とします。

１－５. 認定業務の申込みの拒絶・停止について

本協会は、事業者に以下の事由があると判断した場合、当該事業者に対し何らの催告を要せずして、認証

業務の申込みを拒絶し、又は認証業務を停止することがあります。あらかじめご了承願います。

１）認証業務の申込みに際して虚偽の事項を届け出た場合

２）本会の定める約款に違反したことがある者からの申込みである場合

３）記入した申込内容に不足がある場合

４）次に掲げる事項のいずれかに該当することが判明した場合

ア）自らが暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総

称して「反社会的勢力」という。）であること

イ）自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれらに準ずる者をいう。）が反社会

的勢力であること

ウ）反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものであること

エ）自ら又は第三者を利用して、認証業務に関して次の行為をすること

（ａ）相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為

（ｂ）偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為

５） その他、本会が認証をするに相当でないと判断した場合

２．認定の要件と申請について

２－１. 初回認定申請について

【認定申請】

２０２３年４月１日から受付を開始します。受付後に認定委員会によって申請書類の審査を行い認定結果

を企業に連絡します（申請書類に不備があった場合は書類の訂正等のうえ再提出の後、再認定を行います）。

「ハラスメント対策優良企業認定制度認定申請書兼誓約書」を本協会のwebサイトからダウンロードし、

202304_様式A-1～A-5の必要箇所に記入し、添付書類をそろえて提出してください。認定申請書と添付書

類はすべてPDFファイルに変換しZIPファイルに圧縮して添付メールにてご提出ください。

• 送信先メールアドレス：contact@ahp-nintei.org

• 件名：初回ハラスメント対策優良企業認定申請の件

【費 用】

認定料３万円、事務手数料１万円、合計４万円

【初回認定要件と提出書類】

１. 社内ハラスメント対策管理者の設置について

必要要項：企業内部にハラスメント問題に対応する管理者を設置すること

提出書類：会社代表者の職務命令書等（写）

２. 就業規則等にハラスメント防止（目的、定義、禁止行為、懲戒等）および再発防止につい

て規定していること

就業規則等：①就業規則にハラスメント禁止規定を定めている

②就業規則に委任規定を設けた上で、詳細を別規定で定めている

③労働協約等の労使協定で定めている

提出書類：ハラスメント防止規定を記載した就業規則等



３. ハラスメント相談窓口の設置について（①もしくは②）

①外部相談窓口の設置

必要要項：外部相談窓口と業務委託契約を締結すること。相談窓口設置について全社員へ周知する

こと

※推奨する外部相談窓口について：従業員のハラスメント相談に対応できる者。ハラスメント事案

に関係する者に対する事実聴取や第三者委員会の設置などの支援ができる者

提出書類：業務委託契約書（写）、委託先の活動状況がわかるのも（活動報告書、パンフレット、

HP等）、社員への周知を表すのも

②内部相談窓口の設置

必要要項：相談員の任命、相談窓口専用の電話番号（内線番号）の設置すること。相談窓口設置に

ついて全社員へ周知すること

※推奨する内部相談員の適正について：公認心理師、臨床心理士、国家資格キャリアコンサルタン

ト（2級、1級を含む）、民間認定の心理カウンセラー等の有資格者及び各研修の受講経験者が望ま

しい。相談員が有資格者ではない場合、協会が提供する相談窓口担当者基礎研修①②の受講が望ま

しい（別料金）

提出書類：相談員の任命書等（写）、受講証明・資格証明など（写）、社員への周知を表すもの

４. 社内ハラスメント対策ガイドラインの策定：ハラスメントへの対応（予防・対応・フォローアップ）

についての社内ガイドラインを作成すること

提出書類：社内ハラスメント対策ガイドライン（写）

５．備考

※提出書類のうち、人名など差支えがある場合は墨消してください。

※認定委員会による認定基準につきましては、後ページの「Ⅳ．審査について」を参照ください。

※就業規則等にハラスメント防止（目的、定義、禁止行為、懲戒等）および再発防止についての規

定の作成、および、社内ハラスメント対策ガイドラインの策定については、厚⽣労働省の指針など

をご参考ください。

［参考資料名］

☆就業規則に関しては

・モデル就業規則令和4年版（https://www.mhlw.go.jp/content/001018385.pdf）

・ハラスメントは許しません！

（https://jsite.mhlw.go.jp/naganoroudoukyoku/content/contents/harassment-

syuuti202108_kaisetsu.pdf）

・職場におけるハラスメントの防止に関する規定（例）

（https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-roudoukyoku/content/contents/001027410.pdf）

☆社内ハラスメント対策ガイドラインに関しては

・職場における・パワーハラスメント対策・セクシュアルハラスメント対策・妊娠・出産・育児休業等に

関するハラスメント対策は事業主の義務です！

（https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001019259.pdf）

・職場におけるハラスメント対策について（大阪労働局）

（https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/001005368.pdf）

・ハラスメント対応マニュアル（例）

（https://jsite.mhlw.go.jp/yamagata-roudoukyoku/var/rev0/0114/0440/2017210105347.doc）



［参考webサイト］

厚⽣労働省（労働基準→事業主の方へ）モデル就業規則について：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/model/index

.html

厚⽣労働省（雇用環境・均等）職場におけるハラスメントの防止のために：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html

労働基準監督署大阪労働局：https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-

roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/koyou_kintou.html

明るい職場応援団：https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

事業者のための労務管理・安全衛⽣管理診断サイト：https://www.startup-roudou.mhlw.go.jp/

２－２. 更新認定申請について

【更新期間】

毎年４月１日～５月３１日の期間

受付後に認定委員会によって申請書類の審査を行い認定結果を企業に連絡します（申請書類に不備があった

場合は書類の訂正等のうえ再提出の後、再認定を行います）。

「ハラスメント対策優良企業認定制度 認定申請書兼誓約書」を本協会のwebサイトからダウンロードし、

202304_様式A-1～A-5の必要箇所に記入し、添付書類をそろえて提出してください。認定申請書と添付書類

はすべてPDFファイルに変換しZIPファイルに圧縮して添付メールにてご提出ください。

• 送信先メールアドレス：contact@ahp-nintei.org

• 件名：更新ハラスメント対策優良企業認定申請の件

【費 用】

認定料３万円、事務手数料１万円、合計４万円

【認定要件と提出書類】

1. 認定年度におけるハラスメント対策研修（1回以上）の受講の義務付け

受講講座：協会が認定した研修から企業の状況にあった研修を選択し受講すること

提出書類：研修実施者が発行した受講証明書（写）

2. 初回認定時もしくは前回更新時より認定要項（初回認定要件1~4について）に変更があった場

合はその要項についての提出書類

２－３. 更新認定申請までのサイクルについて

初回認定申請から更新申請までは、以下のサイクルになります。

4月～5月認定申請受付

4月～6月審査期間

5月～7月認定通知送付

研修受講期間 認定料の納付完了後～翌年3月

4月～5月更新申請受付

4月～6月審査期間

5月～7月認定通知送付

研修受講期間 認定料の納付完了後～翌年3月



研修機関へ申し込み

本協会webサイトから受講したい研修を探す

研修申し込みから受講まで対応

研修受講者に日程および参加方法を連絡

本協会の事務局にて更新申請の提出書類を確認

認定更新年度に更新申請書に
必要書類とともに研修終了証

を添付して提出

認定事業所 本協会

案内されている研修申込方法に従って研修の申し込みを行う

以降、認定申請のながれになる

研修機関

研修当日

研修終了後、受講終了証を認定企業へ送付
本協会へ研修が修了したことを報告

研修受講履歴の管理

２．研修の申し込みから受講までの流れ

協会が認定登録した研修は、研修提供の機関へ直接お申込みください。受講に関しては研修提供機関の案

内に従ってください。受講終了後は研修提供機関から受講終了証を必ず受領し、更新申請時まで保管くださ

い。

Ⅲ．更新認定要件の研修について

ハラスメント対策優良企業認定の更新認定の要件として、協会が認定する研修を更新申請までに1回以上

の受講を義務付けています。

登録されている研修は、ハラスメント対策として基盤となるハラスメントに対する予防、起きた時の対応、

再発防止の三つの柱を整えることに必要と思われる研修になります。ハラスメント対策にはざまざまな知識

と実践力が必要になります。相談窓口担当者研修、ハラスメント対策知識編・実践編、組織開発の関係する

研修などをラインナップして提供します。

１．研修について



Ⅳ．申請の受付と認定料の請求について

申請の受付と認定料の請求については以下の通りの流れになります。



Ⅴ．審査および認定基準について

１．ハラスメント対策優良企業認定委員会の設置

本協会は、本協会の下位にハラスメント対策優良企業認定委員会（以下、認定委員会という）を設置し、審

査に当たります。認定委員会の取りまとめや運営については本協会が担います。認定委員会の構成員は、学識

経験者や社会保険労務士、ハラスメント対策コンサルティング従事経験者などで、ハラスメント対策の専門知

識を持ち、かつ、厳正に審査に当たれる者を選任します。選任された構成員の名前などは原則として非公表と

します。構成員の審査業務は有償とします。また、適宜、構成員の改選を行います。

２．認定基準

事業所から本協会が受領した申請書と付属書類をもって、認定委員会が定めた基準により審査します。

審査基準は以下の通りです。









Ⅵ．審査結果の通知について

認定委員会での審査の結果は、以下の流れで申請事業所に通知します。

認定委員会により審査基準にのっとり認定の可否を決定

事業所からの申請書類⼀式を認定委員会へ提出

認定の場合 不可の場合

★認定要件①～⑤のうち不備のある要件について、
追加の資料を本協会に提示

申請事業所 本協会 認定委員会

申請事業所へ認定と認定マークの付与をメールにて行う

追加資料提出の連絡

★認定委員会より提示された、認定要件
①～⑤のうち不備のある要件についての追加の
資料の提出を依頼する

認定証の発行準備

認定証の郵送

本協会へ追加資料の提出

再審査により認定

認定証を受領した旨のご連絡



Ⅶ．認定証と認定マークについて

１．認定証の発行と有効期限

認定委員会の審査を経てハラスメント対策優良企業に認定された事業所に対し、認定証を発行します。認定

証には認定番号と認定期間を明記します。認定証はPDFファイルを添付メールにて送付します。認定証の有効期

限は原則1年間です。2023年度の認定証の有効期限は発行日から2024年5月31日までです。

２．認定ロゴマークの送付

認定事業所には認定マーク使用承認書（様式B-1）、認定マーク使用申請書（様式B-2）、認定マーク取扱要

項および認定マーク（JPEGファイル）を添付メールにてお渡しします。認定期間中は、認定マーク取扱要項を

遵守することで使用できます。使用に際しては「認定マーク使用申請書（様式B-2）にて使用内容を本協会へ申

し出てください。販売目的の商品への使用はできません。無料で配布される名刺や封筒、クリアファイルなど

への印刷、バッチの作成など事業所のPRにご利用ください。

３．認定事業所の公表

審査の結果、登録証書が発行された事業者について以下の情報を本協会のwebサイトで１，認定番号 ２，

認定年月日と認定期間 ３，事業所の名称及び所在地 ４，事業活動 ５，事業所のwebサイトのURL等を公表

します。

４－２．認定取り消しまでの猶予期間等

認定後に行政処分を受けた場合や、その後の状況の変化等により認定要件を満たさなくなっている状況が確

認された場合、適切な是正措置を書面で確認でき、またフォローアップを行った際に必要な措置が講じられて

いること等を条件に即時の認定取り消しは行わないこととします。

４．認定の取り消し

４－１．認証の取り消しについて

本協会は認定事業者が次のいずれかに該当又は、該当することが判明した場合、認定を取り消し、当該認定

認証事業者にその旨を通知します。

また、事実と大きく異なる内容を記載した場合や、書類を偽造した場合等、特に悪質と判断される場合は、

認定を取り消した旨をホームページで公表します。

①登録証書の有効期間内に、認定事業者から認定辞退の申出があったとき

②認定の前提となった申請書類の記載内容が事実と異なることが判明し、認定要件を満たさなくなったと

き

③認定の前提となった申請書類の記載内容に関して虚偽の疑いが⽣じた場合において、本協会からの質問

や資料の提出依頼、対面審査への対応依頼に対し、期限までに求められた対応を行わなかったとき

④認定証の有効期間内に認定要件を満たさなくなったとき

⑤認定が不正確に引用されたり、認定証及び審査結果通知書が誤解を招くような方法で使用されたとき

また、本協会の定めた認証マークの使用基準が守られないとき

なお、認定が取り消された場合、当該事業者は、自ら認定の取り消しを申し出た場合を除いて、取り消しを

決定した日以降に最初に到来する申請期間に認定を申し込むことはできません。



付録１．認定申請書（様式A-1～A-5）











付録２．認定マーク使用承認書（様式C-1）



付録３．認定マーク使用申請書（様式C-2）



付録４．変更事項報告書（様式C-3）



付録５．認定証書返納届（様式C-4）



付録６．認定証書（イメージ）



付録７．認定マーク使用取扱要綱（様式B-2）





付録８．認定・登録規定





2023 年3月 初版発行

発行：一般社団法人ハラスメント対策優良企業認定協会
〒663-8152 兵庫県西宮市甲子園町3-16-303
Mail：contact@ahp-nintei.org
Webサイト：https://www.untenshashokuba.jp
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